
企業向け新型コロナウイルス対策情報配信 2021 年 12 月 20 日 

【60】後遺症を抱える従業員の職場復帰への配慮 

 

経営者・総務人事担当者のみなさま、新型コロナウイルス後遺症を抱える従業員の職場

復帰時の対応について検討されていますでしょうか？  

 

1. 課題の背景： 

新型コロナウイルス感染症にかかった者の一部に様々な「後遺症」を認めることがわか

っています。日本の調査では、診断されて 6ヶ月後にも罹患者全体の 10%以上に疲労感・

倦怠感、息苦しさ、睡眠症状、思考力・集中力低下などが認められました。基本的には時

間とともに症状は軽快すると考えられますが、後遺症と仕事内容によっては就労にも影響

を及ぼします。そこで、後遺症を抱える従業員の職場復帰の対応について進め方を整理し

ておくとよいでしょう。（下図は参考資料 2より） 

 

 
 

 

２．企業でできる対策 

○ 主治医に問い合わせて、医学的な情報を入手する 

〇 新型コロナウイルス後遺症について理解する 

〇 必要な就業上の配慮事項を検討する 

〇 配慮が長期化する場合の労務管理上の取り扱いを検討する 

 

１）主治医に問い合わせて、医学的な情報を入手する 

後遺症を抱える従業員の症状が業務に支障をきたしそうな場合には、主治医と連携して

医学的な情報を入手することが大切です。その場合には勤務情報を主治医に提供すること

で、主治医から職務の実態に見合った必要な配慮に関する情報を得られることでしょう

（下図）。 

 

主治医と連携した職場復帰支援の流れ 

 
 



厚生労働省から「勤務情報を主治医に提供する際の様式例」が公開されていますので、

ご活用ください(参考情報 3)。以下が、情報提供する際の項目です。 

 

・職務内容        ・勤務形態       ・勤務時間    

・通勤方法や通勤時間   ・休業可能期間     ・有給休暇日数  

・利用可能な制度（時間単位の有給休暇、短時間勤務制度やテレワークなど） 

 

 

２）新型コロナウイルス後遺症について理解する 

復職者を受け入れるにあたって、職場側が後遺症について理解することも大切です。第

44 回情報配信 「新型コロナウイルス後遺症について」もご参照ください(参考情報 4) 

 

□ 感染者の 3 人に 1 人に何らかの症状が後遺症としてみられる可能性がある 

□ 症状によっては数カ月も遷延することがある 

□ 軽症者、若年層においても後遺症が問題となる場合がある 

 

 

３）必要な就業上の配慮事項を検討する 

後遺症を抱える従業員が職場復帰する際には、業務により症状が増悪しないように、も

しくは症状によって業務に支障をきたさないように、就業上の配慮を検討する必要があり

ます。主治医からの診断書や、（産業医契約のある事業所では）産業医等の意見も参考に

しながら、本人、職場の上司、人事労務担当者などの関係者で協議をして就業上の配慮事

項を決めることが望ましいでしょう。また、その際には、以下の３つの視点で配慮の内容

を構造化すると整理しやすいのでご参照ください（参考資料 5）。 

 

1) 後遺症によって従業員の安全が確保できない状況への配慮 

例：筋力低下の続く従業員に、高所作業に就かないようにする 

2) 後遺症によって働くことに支障をきたさないような配慮  

例：疲労感の続く従業員に、適宜休憩所利用を許可する 

    息切れが続く従業員に、事業所から最寄りの駐車場の利用を許可する 

3) 後遺症によって業務を行うのに必要な能力が損なわれた場合の配慮 

例：味覚作業が続く調理担当の従業員に、症状が回復するまで別の業務に就いてもらう 
 

また、基本的には時間とともに後遺症は軽快していくと考えられますので、定期的に

（例：月に一度）就業上の配慮事項を見直す機会を設けると良いでしょう。 

 

 

４）配慮が長期化する場合の労務管理上の取り扱いを検討する 

症状によっては数カ月に渡って遷延する可能性があります。この間、漫然と配慮が長期 

化する状況も好ましくなく、後遺症が長期化する際の労務管理上の取り扱いについても

よく検討しておく必要があります。 

 

□配慮継続の必要性につき、定期的に（例：月に 1 回）主治医や産業医等の意見を聴く 

□配慮した結果として、職場内で他の従業員に過度な負担がかかっていないか、 

不満が起きていないかなど、不公平な配慮になっていないか確認する 

 □短時間勤務、フレックス勤務、特別休暇、在宅勤務など、既存の制度の中で適用可能

なものがないか検討する 

 



 

３．関連情報リンク・参考情報： 

1)  厚生労働科学特別研究事業 COVID-19 後遺障害に関する実態調査（中間/最終報告） 

第 39 回新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード資料 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000798853.pdf 

 

2)  忽那賢志. 新型コロナ後遺症 4 人に 1 人が半年後も何らかの症状、女性、重症が 

後遺症リスク 日本人 457 人の調査（YAHOO!ニュース） 

https://news.yahoo.co.jp/byline/kutsunasatoshi/20211010-00259936 

 

3)  厚生労働省 治療と仕事の両立について 

    「勤務情報を主治医に提供する際の様式例」の word 版・PDF 版が公開されています。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html 

 

4)  企業向け新型コロナウイルス対策情報配信 第 44 回 

「新型コロナウイルス後遺症について」 

http://www.oh-supports.com/img/corona/pdf/044.pdf 

 

5)  厚生労働省. 新型コロナウイルス感染症 罹患後症状のマネジメント - COVID-19 

https://www.mhlw.go.jp/content/000860932.pdf 

 

文責：五十嵐 侑（五十嵐労働衛生コンサルティング合同会社） 

 

※本文章は、産業医有志グループ（今井・櫻木・田原・守田・五十嵐）で作成しました。

和田耕治先生（国際医療福祉大学・公衆衛生学教授）のサポートも受けております。 

 

今後も経営者・総務担当者向けに必要な感染拡大防止策情報を随時配信させて頂きます。 

本情報は著作権フリーですので、ぜひお知り合いの経営者に拡散をお願いします。 

※本内容に関するご意見・ご要望は、covid-19@ohsupports.com までお寄せください。 

※これまでに配信しましたバックナンバーは、http://www.oh-supports.com/corona.html

をご参照ください。 

 


